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地域交通の現状

地域公共交通サービスの衰退モータリゼーションの進展と輸送人員の減少

・ 一般路線バスについては、2010年度から2014年度までの5年間に
約8,000 ㎞の路線が完全に廃止。

鉄軌道については、2000年度から2014年度までの15 年間に
37 路線・約750 ㎞が廃止。

空白地面積 空白地人口

バス 500m圏外
鉄道 1km圏外

36,477 km2

（我が国の可住地
面積の約30%）

7,351千人
（我が国の人口の

5.8%）

• 公共交通空白地域の存在

• モータリゼーションが著しく進展

• 一般路線バス事業者の7割以上、地域鉄道事業者の8割以上の経常
収支が赤字

一般路線バス事業者 地域鉄道事業者

（出典）平成23年度国土交通省調査による

• 輸送人員は大幅に減少

1990年 2000年 2010年 2014年

乗合バス事業 65億人 48億人 42億人
42億人

（90年に比べ35％減）

地域鉄道 5.1億人 4.3億人 3.8億人
4.0億人

（90年に比べ20％減）

（出典）自動車輸送統計年報、鉄道統計年報及び国土交通省調査

モータリゼーションの進展により、地域公共交通の位置付けが相対的に低下し、輸送人員が減少。

交通事業者の不採算路線からの撤退による地域公共交通ネットワークの減少や運行回数などのサービス水準の大幅
な低下が進行するとともに、地域交通を担う民間事業者の経営悪化が進行。

今後の急激な人口減少の下で地域公共交通をめぐる環境はますます厳しいものとなることが想定される。

（2014年度）

18％

82％ 黒字

赤字

（保有車両３０両以上の事業者（2014年度） ）

29％

71％

※乗用車保有台数は各年3月末時点、乗合バス（輸送人員）は各年度の数値
出典：「自動車輸送統計年報」「自動車検査登録情報協会公表資料」より国土交通省作成
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改正地域公共交通活性化再生法（平成26年5月成立）の概要

関係者相互間の連携と
協働の促進 等

日常生活等に必要不可欠な
交通手段の確保等

まちづくりの観点からの
交通施策の促進

交通政策基本法（平成25年12月4日公布・施行）の具体化

地域住民の通勤・通学・買物・通院といった、日常生活を営む上での交通圏を
踏まえて公共交通ネットワークを再構築する。（Ａ市・Ｂ町・Ｃ村全体で取り組む）
拠点間や拠点と居住をネットワークで結び、移動の利便性を向上させる。
それぞれの路線の役割を明確化し、運行の効率化を図る。

地域公共交通ネットワーク再構築のイメージ

Ａ市

C村

小さな
拠点

Ｂ町

商業
施設

Ａ市

C村

小さな
拠点

Ｂ町

商業
施設

※このほか、軌道やバス、船舶の高度化に向けた
具体的な事業もあり。

改正地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

地域公共交通を網羅的に見直し、コンパクトシティの

実現に向けたまちづくりとの連携しつつ

地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの方

向性を検討。

地域公共交通網形成計画
＝地域公共交通に関するマスタープラン

事業者と協議の上、
地方公共団体が関係者と
協議会を開催し策定

⇒国土交通大臣の認定を受けたものについては、
重点的な支援

具体的な取組に向けた計画の作成

国土交通大臣が認定し、計画の実現を後押し

地域公共交通再編実施計画
＝地域公共交通を再編するために、

具体的に行う取組

地方公共団体が事業者
等の同意の下に策定

公共交通の利便性・効率性の向上を図り、持続可能な移動環境を形成

①地方公共団体（都道府県、市町村）が中心とな
り、
②まちづくりなど関連施策と連携し、
③面的な公共交通ネットワーク を再構築

ポイント

本格的な人口減少社会における地域社会の活力の維持・向上

目標
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地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

地域公共交通網形成計画（地方公共団体が策定）

法律の特例措置等により計画の実現を後押し

地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

基本方針 （国土交通大臣・総務大臣が策定）

地域公共交通特定事業
（地域公共交通網形成計画に事業実施を記載）

軌道運送高度化事業
（LRTの整備）

軌道運送高度化実施計画

道路運送高度化事業
（BRTの整備）

道路運送高度化実施計画

海上運送高度化事業
（海上運送サービス改善）

海上運送高度化実施計画

鉄道事業再構築事業
（鉄道の上下分離等）

鉄道事業再構築実施計画

鉄道再生事業
（廃止届出がなされた鉄道の維持）

鉄道再生実施計画

国土交通大臣が認定

地域公共交通再編事業
（公共交通ネットワークの再構築）

地域公共交通再編実施計画

国土交通大臣に届出

■ 地域公共交通の活性化及び再生の意義・目標
■ 地域公共交通網形成計画の作成に関する基本的な事項
■ 地域公共交通の活性化及び再生に関する事業の評価に関する基本的な事項 等

■ 持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進に関する基本的な方針
■ 区域・目標・計画期間
■ 実施事業・実施主体
■ 計画の達成状況の評価 等

協議会を開催し策定
（地方公共団体・交通事業者・
道路管理者・利用者・学識者等
から構成）

（事業者） （事業者）（事業者） （地方公共団体）（地方公共団体・事業者） （地方公共団体・事業者）

（事業者） （事業者）（事業者） （事業者）（事業者） （事業者） 5

（参考）地域公共交通特定事業と特例措置

事業名 イメージ 事業概要
主体

上段：計画策定主体
下段：事業実施主体

主な特例措置

軌道運送
高度化事業

定時性、速達性及び快適性に優
れた軌道運送を確保する事業

事業者
○軌道法の特例（第10条第1項・第2項）
・計画認定による軌道経営特許のみなし取得
（軌道整備事業と軌道運送事業に分けて特許をみなし取得可）

○地方債の特例（第12条）
事業者

道路運送
高度化事業

定時性、速達性及び快適性に優
れた道路運送を確保する事業

事業者 ○道路運送法の特例（第15条）
・計画認定による事業許可等のみなし取得

○地方債の特例（第1７条）事業者

海上運送
高度化事業

定時性、速達性及び快適性に優
れた海上運送を確保する事業

事業者
○海上運送法の特例（第20条）
・計画認定による事業許可等のみなし取得

事業者

鉄道事業
再構築事業
（Ｈ20創設）

継続が困難又は困難となるおそ
れのある鉄道事業について、経
営改善を図りつつ上下分離等の
事業構造の変更により存続を図
る事業

地方公共団体・
事業者共同

○鉄道事業法の特例（第25条第1項・第2項）
・計画認定による事業許可等のみなし取得
（地方公共団体が鉄道線路を保有して運行事業者に無償で
使用させる場合には、計画認定の審査に際して、経営上の
適切性の審査を要しない）

事業者

地域公共交通
再編事業
（Ｈ26創設）

路線網の再編、デマンド交通へ
の転換等を組み合わせつつ、地
域公共交通ネットワークの再構
築を図るための事業

地方公共団体
○鉄道事業法・軌道法・道路運送法・海上運送法の特例
（第27条の4～第27条の7）

・計画認定による事業許可等のみなし取得（道路運送法につい
ては運賃の上限認可等のみなし取得を含む。）

・バス事業に係る計画阻害行為の防止
事業者

鉄道再生事業
鉄道事業者と市町村が連携し
て、事業の廃止届出がなされた
鉄道事業の維持を図る事業

地方公共団体・
事業者共同

○鉄道事業法の特例（第27条第1項～第5項）
・鉄道再生計画作成協議中における廃止届出に係る廃止予定日
の延長を容認

・協議不調の場合、鉄道再生計画の期間後一定の場合に廃止届
出から廃止までの必要期間を短縮 等

事業者 6



地域公共交通網形成計画の策定意義

① 地域公共交通政策の「憲法」

・地域公共交通網形成計画は、「このような考え方で公共交通ネットワークを整備します」という宣言文である。

・交通政策の在り方や個別事業の実施理由や効果について、明確に説明することができるようになる。

・事業実施の根拠が明確となり、予算化や補助申請、庁内での協議がスムーズとなることも考えられる。

② まちづくりとの連携強化

・まちづくりと連携した面的な公共交通ネットワークを再構築することが活性化再生法に明記された。

③ 関係者間の連携強化

・法定協議会で計画策定を進めることで、行政の動きと歩調を合わせた民間の計画を立てることができる。

・新たな問題を解決するための協調行動を話し合うことができる。

・公共交通の正のスパイラルへの転換のきっかけづくりとなり得る。

④ 公共交通機関同士の役割分担の明確化と連携強化

・鉄道、バス、タクシーなどを一体として検討し、連携を強めたり、関係者全員で考えたりすることができる。

⑤ 公共交通担当者の「遺言」（政策の継続性）

・地域公共交通網形成計画が次の担当者に引き継がれることにより、政策の継続性が確保される。

・公共交通を着実に改善するとともに、諸手続の省力化ができる。

地域公共交通網形成計画 策定状況

■ 改正地域公共交通活性化再生法の施行（平成２６年１１月）以降、平成２９年５月末までに、２９１件の地域公共交通
網形成計画が策定され、１５件の地域公共交通再編実施計画が国土交通大臣により認定

北海道 函館市 茨城県 下妻市 山梨県 甲州市 岐阜県 多治見市 広島県 坂町 熊本県 熊本市・嘉島町

深川市 常陸太田市 新潟県 柏崎市 飛驒市 大崎上島町 八代市

岩見沢市 かすみがうら市 佐渡市 海津市 安芸太田町 水俣市

千歳市 神栖市 上越市 静岡県 下田市 神石高原町 合志市

美唄市 行方市 魚沼市 伊豆市 兵庫県 豊岡市 山口県 宇部市 人吉市

帯広市 牛久市 長岡市 御殿場市 姫路市 周南市 大津町

岩内町 稲敷市 阿賀野市 神戸市 光市 美里町

白糠町 土浦市 糸魚川市 加古川市 長門市 和水町

白老町 龍ケ崎市 新発田市 加東市 美祢市

仁木町 潮来市 見附市 たつの市 山陽小野田市

青森県 青森県 つくば市 富山県 高岡市 小山町 小野市 香川県 高松市

八戸市 鹿嶋市 黒部市 愛知県 豊橋市 小豆島町・土庄町

弘前市 桜川市 富山市 岡崎市 愛媛県 東温市 大分県

三沢市 筑西市 魚津市 一宮市 滋賀県 西予市

五所川原市 高萩市 小矢部市 豊川市 愛南町

鰺ヶ沢町 五霞町 日進市 大阪府 河内長野市 高知県 高知市

岩手県 八幡平市 城里町 田原市 奈良県 奈良県 宿毛市 別府市

釜石市 大子町 弥富市 宇陀市 田野町 大分市

宮古市 東海村 長野県 松本市・山形村 清須市 広陵町 佐川町 杵築市

岩手町 栃木県 真岡市 長久手市 鳥取県 徳島県 小松島市 中津市

秋田県 秋田市 大田原市 豊田市 つるぎ町 九重町

湯沢市 鹿沼市 蒲郡市 福岡県 福岡市 宮崎県

鹿角市 宇都宮市・芳賀町 東海市 北九州市

由利本荘市 塩谷町 西尾市 久留米市

大仙市 益子町 上田市 新城市 中間市 えびの市

仙北市 那須町 佐久市 東郷町 筑紫野市 都城市

にかほ市 茂木町 小諸市 豊山町 島根県 行橋市 小林市

五城目町 埼玉県 熊谷市 駒ヶ根市 武豊町 朝倉市 門川町

藤里町 春日部市 箕輪町 南知多町 豊前市 鹿児島県 薩摩川内市

美郷町 上尾市 信濃町 東浦町 江津市 飯塚市 鹿屋市

宮城県 大崎市 越谷市 木曽町 飛島村 松江市 糸島市 日置市

栗原市 入間市 中川村 大田市 宗像市 姶良市

石巻市 小川町 高山村 岡山県 井原 市 岡垣町 南さつま市

山形県 山形市 鳩山町 大桑村 三重県 津市 高梁市 久山町 鹿児島市

酒田市 吉見町 福井県 四日市市 瀬戸内市 那珂川町 霧島市

鶴岡市 寄居町 伊勢市 玉野市 佐賀県 佐賀県 沖縄県 南城市

東秩父村 松阪市 倉敷市

千葉県 東金市 伊賀市 津山市

小国町 鴨川市 名張市 真庭市 伊万里市

福島県 福島市 君津市 尾鷲市 久米南町 鹿島市

会津若松市 八街市 紀北町 上峰町

郡山市 南房総市 鯖江市 和歌山県 橋本市 吉野ヶ里町

伊達市 佐倉市 岐阜県 岐阜市 京都府 木津川市 広島県 三原市 長崎県 佐世保市

南相馬市 長南町 高山市 福知山市 三次市 五島市

棚倉町 大多喜町 恵那市・中津川市 広島市 対馬市

石川町 東京都 羽島市 東広島市 大村市

西郷村 美濃加茂市 廿日市市 松浦市

茨城県 水戸市 神奈川県 藤沢市 土岐市 江田島市

日立市 海老名市 各務原市 北広島町

大和市 関市

真鶴町

宮崎県・日向市・門川町・
美郷町・諸塚村・椎葉村

京都府・兵庫県・福知山市・舞鶴
市・宮津市・京丹後市・伊根町・
与謝野町・豊岡市
（北タンゴ鉄道沿線地域）

長井市・南陽市・川西
町・白鷹町

東京都・中央区・港区・
江東区

沼津市（戸田地区）・下
田市・伊豆市・南伊豆
市・松崎町・西伊豆町

佐賀県・唐津市・玄海町

福井市・大野市・勝山
市・あわら市・坂井市・
永平寺町
（えちぜん鉄道沿線地域）

福井市・鯖江市・越前
市・越前町
（福井鉄道沿線地域）

飯田市・松川町・高森
町・阿南町・阿智村・平
谷村・根羽村・下條村・
売木村・天龍村・泰阜
村・喬木村・豊丘村・大

鹿村

人吉市・錦町・多良木町・
湯前町・水上村・相良村・
五木村・山江村・球磨村

あさぎり町
三木市・小野市・神戸
市

高岡市・氷見市・砺波
市・南砺市
（城端・氷見線沿線地域）

大分県・中津市・宇佐市・
豊後高田市

大分県・竹田市・豊後大野

市・臼杵市

長崎県・諫早市・雲仙市・
島原市・南島原市

設楽町・東栄町・

豊根村

彦根市・愛荘町・豊郷
町・甲良町・多賀町

京都府・綾部市・南丹
市・京丹波町
（JR山陰本線沿線）

京都府・笠置町・和束

町・南山城村
（JR関西本線沿線）

鳥取県・米子市・境港
市・日吉津村・大山町・

南部町・伯耆町・日南
町・日野町・江府町

島根県・松江市・
出雲市
（一畑電車沿線地域）

鳥取県・鳥取市・岩美
町・若桜町・智頭町・八
頭町

笠岡市（岡山県）
福山市（広島市）

※１４６の地方公共団体が、
平成２９年度中に地域公共交通
網形成計画の策定を検討中

再編実施計画について、
・既に認定を受けた団体：桃色
・策定意向のある団体 ：クリーム色



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

(2)地域公共交通網形成計画について

地域公共交通網形成計画のイメージ

公共交通ネットワークを具体化・明確化する計画

10

地域にとって望ましい公共交通ネットワークのすがたを明らかにし、まちづくりなどの
関連分野と連携しつつ、面的なネットワークの形成に係る事業を記載



地域公共交通網形成計画の記載事項

① 持続可能な地域公共交通網の形成に資する
地域公共交通の活性化及び再生の推進に関する基本的な方針
② 計画の区域
③ 計画の目標
④ ③の目標を達成するために行う事業・実施主体
※本事項において、地域公共交通特定事業に関する事項も記載可能（法§５④）

⑤ 計画の達成状況の評価に関する事項
⑥ 計画期間
⑦ その他計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項

都市機能の増進に必要な施設の立地の適正化に関する施策との連携
その他の持続可能な地域公共交通網の形成に際し配慮すべき事項

記載する事項（法§５②）

記載に努める事項（法§５③）

地域が目指すべき将来像とともに、
その中で公共交通が果たすべき役割を明確化した上で、
公共交通の活性化及び再生に向けた取組の方向性を定める。

「地方公共団体は、基本方針に基づき、・・・地域公共交通網形成計画を作成することが
できる」（法第５条第１項）

地域公共交通網形成計画の作成には、基本方針の記載にも十分に留意することが必要

基
本
方
針
に
基
づ
き
作
成
す
る
こ
と
が
必
要
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地域公共交通網形成計画の基本的な方針

（１）-１ まちづくり、観光振興等の地域戦略との一体性の確保

地域戦略と一体で地域公共交通を考えることにより、人々が集う拠点や観光スポットにおける公共交通の利便性を高
め、地域公共交通のサービス充実と利用者増加とを一体で実現することが可能になる。

熊本では、医療、福祉等の都市機能の集積と公共交通沿線への居住の誘導によるコンパクトなまちづくりの実現の

ため、利便性と効率性のバランスを重視しつつ、公共交通の再編を一体的に展開

○公共交通利用圏への居住や都市機能の誘導
• 利便性の高い公共交通沿線や市内の拠点周辺に居住や都市機能を

誘導することにより、生活の利便性向上と同時に、公共交通の利用者
を確保

熊本市立地適正化計画(平成28年4月1日公表）

居住誘導区域
+

公共交通

拠点
支線バス等により
公共空白地に対応

住み慣れた地域生活圏

○中心市街地

桜町・花畑地区に、バスターミナル、商業施設
、ホール等の施設と広場等のオープンスペー
スを一体的に整備

熊本地域公共交通網形成計画(平成28年3月31日作成）

中心市街地と地域拠点を結ぶ基幹交通軸の機能を強化し、その周辺
への居住誘導を図るとともに、公共交通サービスの水準を維持する。

また、既存のバスネットワークの利便性向上を図るため、運行体制の効
率化や一元的なバスサービスの提供を行う。

○公共交通の利便性の向上、利用の促進
• バス専用レーンや公共車両優先システム

（PTPS）の導入拡大
• 大量輸送車両（多両編成車両）の導入
• 運行ダイヤの平準化による競合路線の改善

※熊本都市バスに導入したダイヤ編成システムを基に、ICカー

ドの利用実績や将来導入予定のバスロケーションシステムの運
行実績等のデータと連携して熊本市が運行計画案等を作成

連携

○公共交通ネットワークの再編による効率性の向上
• 中心部と周辺部を結ぶ８つの幹線軸を基幹公共交通軸に設定し各方

面に乗換拠点を設け、それぞれの特徴に応じて、持続可能な地域公
共交通ネットワークの骨格となる各基幹軸の形成を図り、長大バス路
線等の効率化を図る。

○都市機能誘導区域の考え方

• 中心市街地及び１５箇所の地域拠点を基本に、地域拠点において
は、日常生活においては多くの人が集まる場所付近で、交通の要
衝となる鉄軌道駅やバス停から一定の範囲内を基本に設定

○居住誘導区域の考え方

• 中心市街地や地域拠点など、生活利便の高く、公共交通の
利便性の高い地域を基本に設定

① 都市機能誘導区域における都市機能の維持・確保
② 居住誘導区域における人口密度の維持

中心部 乗換拠点

【将来】

支線

中心部

【現在】

基幹公共交通軸

12



地域公共交通網形成計画の基本的な方針

（１）-２ 地域全体を見渡した総合的な公共交通網の形成

地域全体の公共交通をネットワークとして総合的に捉え、交通機関相互の連携を十分に図るとともに、
公共交通網の効率性を向上。

公的支援のあるサービスは公的支援のないサービスを補完するものとして位置付け。

13

駅への接続強化
直江津港への接続強化

重複路線の解消な
どによる効率化

※当該計画における記載を基に、国土交通省において作成

地域公共交通網形成計画の基本的な方針

（１）-３ 地域特性に応じた多様なサービスの組合せ

新たなまちの拠点づくりを踏まえ、幹線系統を再編しつつ、
支線系統については、スクールバス混乗化を基本に、

需要に見合った交通モードを検討

支線系統の再編

幹線ネットワークの再構築にあわせて、支線系統のダイヤの調整
等を行うとともに、以下の方針でそれぞれの路線の効率化を図る。

1．スクールバスが豊富に運行していることから、スクールバス混
乗化の検討をするとともに、

2.混乗化が困難な路線については、自家用有償運送の導入を行う
ことを検討。

スクール混乗化

三根・鹿見線
スクールバスの混乗化

自家用有償によ
る代替

枠内は、平成２８年９月に認定された再編事業にあわせて行われる事業

路線バス（３９路線）
乗合タクシー（３路線）
市営バス（４路線）
スクールバス混乗（４路線）
スクールバス（２３路線）

14

人口密度や自然条件等の地域特性にあわせて、鉄軌道、バス、路線バス、コミュニティバス、デマンド交通、タク
シー、自家用有償旅客運送、スクールバス、海上タクシーなど、地域の実情に応じた交通手段を有機的に組合せて、
持続可能な身の丈にあった公共交通ネットワークの形成が重要。

事例：対馬市地域公共交通網形成計画

※当該計画における記載を基に、国土交通省において作成



地域公共交通網形成計画の基本的な方針

（１）-４ 住民の協力を含む関係者の連携

地域公共交通は、コミュニティの形成に当たって不可欠な地域の共有財産。

住民のニーズを的確に反映させるだけでなく、住民が主体となって公共交通を考え、さらには運営にも関わるといっ
た積極的・継続的関与を行うことが必要。

協賛金、利用促進、
連携活動

自主運行バス
交通

事業者

市
（運行経費の一部を支援）

地元企業

利用促進
財政協力

バスの運行

支援

地元
住民

委託

内 訳

運行

経費

運行
収入

・運賃収入

・世帯からの協賛金

・地元企業からの

協賛金

・市からの運行経費

補助

＜地域住民や地元企業が費用の一部を負担する運行を実施した例＞

15

※当該計画における記載を基に、国土交通省において作成

地域公共交通網形成計画の基本的な方針

（２）形成計画の区域 交通圏にあわせた地域公共交通ネットワークの広域性の確保

南信州広域連合地域公共交通網形成計画 湖東圏域地域公共交通網形成計画

飯田市、松川町、高森町、阿南町、阿智村、平谷
村、根羽村、下條村、売木村、天龍村、泰阜村、
喬木村、豊丘村、大鹿村

16

地域住民の通勤、通学、買物、通院といった日常生活を基本とした交通圏単位で公共交通に関する取組を行うことが
重要である。各市町村が単独で生活機能を担うのには限界があるので、複数の市町村が連携して取組を行う必要があ
る。

• 飯田市を中心に定住自立圏協定を締結
（圏域内人口16万人）

• 同じ圏域で公共交通ネットワークの活性
化・再生についても取り組むこととした。

• 彦根市を中心に定住自立圏協定を締結
（圏域内人口15.6万人）

• 圏域全体で予約型乗合タクシーの路線を
再編。平成２９年度には地域公共交通再
編実施計画の策定を予定している。

彦根市、多賀町、甲良市、豊郷町、愛荘町



地域公共交通網形成計画の記載事項

（３）形成計画の目標 具体的で可能な限り数値化した目標設定

公共交通サービスが現状においてどのレベルにあるかをできる限り客観的に認識した上で、関係者が共通認識を持っ
て取組を推進することができるよう、地域が自らの目指す方向性を具体的な数値目標として明示。

※公共交通路線長密度＝
（鉄道路線長＋バス路線長）／可住地面積（㎞／㎞2）

公共交通のアクセシビリティ（行きやすさ、乗りやすさ）に
係る国土交通省の試算・分析に関する検討

公共交通の路線長と
人口密度の関係のイメージ
（＝空間的アクセシビリティ）
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17
地域公共交通網形成計画の記載事項

（４）目標を達成するために行う事業・実施主体

18

公共交通サービスの全体像を明らかにすることが重要である。

計画の目標達成のために必要となる事業を可能な限り網羅的に記載することが望まれる。

事業の着手予定時期、実施予定期間について可能な限り具体的かつ明確に記載する。

事業体系のイメージ



地域公共交通網形成計画の記載事項

（５） 達成状況の評価

計画に掲げた目標の達成状況の評価に加え、計画に記載した各種事業についても、実施状況を把握し、
効果的・効率的に実施されているかどうかを定期的に評価することが重要

地域公共交通が、定量的に把握することが困難な価値や外部効果を有することにも留意

事例：飛驒市地域公共交通網形成計画
※当該計画における記載を基に、国土交通省において作成

5－2 評価の具体的な方法
飛驒市地域公共交通網を継続し、より使いやすく改善していく仕組みとして、

目標値及び指標を設定し、定期的に評価・検証を行う。目標値及び指標は、
「全市的に設定する目標値・指標」と「路線別に設定する目標値・指標」に分け
て評価を行う。設定する目標値・指標の種別を表 5-1 に示す。

5－3 評価のために収集するデータと収集方法

5－4 改善の方法
評価・検証を受けて、毎年定期的に地域公共交通網の改善を行う。改善は原

則として運輸年度にあわせて実施（毎年10 月）する。方法としては、OD 及び便
ごとの乗車数から、利用状況を把握し、経路の変更、バス停の廃止、新設、減
便、増便、ダイヤ変更等を導出する。

なお、改善サイクルは1 年間を1 サイクルとして、以下のとおり実施する。
1 月にそれまでの運行データをもとに自己評価を行い、2 月に国の求める第

三者評価を（該当年に）受ける。その結果を受け、交通事業者と調整をとりつつ
改善内容を5 月までに固め、6 月に生活交通ネットワーク計画に反映、7 月に
市民との調整を行い、8 月に飛驒市公共交通会議において協議・最終決定を
行う。

この間、必要に応じて、飛驒市公共交通会議及び幹事会を実施する。 19

地域公共交通網形成計画の記載事項

（６） 期間

計画期間は、５年程度を原則とするが、形成計画の目標として定める内容や地域の実情等を踏まえて、柔軟に設定す
ることを妨げない。

まちづくりに関する事業の中には、事業期間が長期間にわたるものもあるため、形成計画は、計画期間を超えて中長
期的に地域が目指すべき将来像も念頭におきつつ、作成することが適当。

20

事例：八戸市地域公共交通網形成計画

まちづくりに関する計画の見直し時期と公共交通に関する取組を検討する時期を一致

まちづくりと公共交通に関する取組を連動



○協議会において事業者の間で、例えば公共交通サービスに係る
個別・具体的な運賃・料金、運行回数、路線・運行系統等について
合意がなされるなど、独占禁止法の規定に抵触しないよう留意。

○このため、事業者の個別・具体的な
運賃・料金、運行回数、路線・運行系統等の設定について協議する
場合には、地方公共団体が個々の事業者との間で個別に協議。

協議会を通じた関係者の連携

等

地域公共交通網形成計画の作成・実施

市町村
公共交通
事業者

道路管理者

港湾管理者公安委員会

利用者・住民

学識経験者

施設管理者

協議会の主な構成員

協議応諾義務
：公共交通事業者等、
道路管理者、港湾管理者、
形成計画に定めようとする事業を実施す
ると見込まれる者

日頃から当該交通を利用し、その実情をよく知
る者の参画も欠かせない。

構成員は、地方公共団体の判断により柔軟に追加可能。（例：商業施設、地元企業、病院、学校、観光事業者等）

必要な構成員の追加により、本法に基づく協議会に道路運送法に基づく地域公共交通会議等の他の協議会の機能を付
加し、合同で開催するなど、事務負担の軽減が可能。

交通部局のみならず、まちづくり、
観光振興、健康、福祉、環境等を管轄する
幅広い部局からの参画を期待。

結果尊重義務
独禁法上の留意点

事業者A 事業者B

地方自治体地方自治体

事業者A 事業者B

簡略図

21

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

(3)地域公共交通網再編実施計画について



地域公共交通再編実施計画のイメージ

具体的な運行事業者やダイヤなど運行計画を定める計画

地域公共交通網形成計画

地域公共交通再編実施計画

策定した網形成計画にもとづき、再編に伴う各路線の運行事業者や運行経路・停留所、
運行回数、運賃体系などまで記載

23

地域公共交通再編実施計画の認定

＜記載事項＞ （法§27の2②、施行規則§33）

実施区域

事業の内容・実施主体

実施予定期間

事業実施に必要な資金の額・調達方法

事業の効果 等

大臣認定

地域公共交通再編実施計画
（地方公共団体が作成）

関係法令の特例・重点的な支援

同意

特定旅客運送事業者等

① 当該地域公共交通再編事業を実施する区域内で特定
旅客運送事業を営む全ての者

② ①に代わって旅客運送事業を営もうとする者

③ ①に代わって自家用有償旅客運送を行おうとする者

＜認定基準＞ （法§27の3②）

①基本方針に照らして適切なものであること

※基礎となっている地域公共交通網形成計画につ

いても基本方針に沿って作成されているか判断。

②事業を確実に遂行するため適切なものであること

③個別事業法の許可基準に適合すること

地域公共交通再編実施計画は、地域公共交通網形成計画に地域公共交通再編事業に関する
事項を定めた上で作成する実施計画（法第２７条の２第１項）

地域公共交通再編実施計画の認定に当たっては、基本方針との整合性等を審査。
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地域公共交通再編実施計画の認定による法的効果①

地方公共団体が中心となり、地域公共交通網を再編し、持続可能な地域公共交通網の形成
を目指すことが可能となる。

○地域公共交通再編実施計画は特定旅客運送事業を営む全ての者等の合意を得て作成する
ものであり、当該計画に基づき、交通事業者等は事業を実施することとなる。

○認定を受けた地域公共交通再編実施計画に係る事業については、以下のとおり、事業の
実施を担保するための措置が設けられている。

地域公共交通再編事業の実施

事業の実施を担保するための措置

地方公共団体は、当
該事業を実施すべき
者に対し、その実施
を要請

地方公共団体は、当
該事業を実施すべき
者が当該要請に応じ
ない旨を国土交通大
臣に通知

国土交通大臣は、当
該要請を受けた者に
対し、当該事業を実
施すべきことを勧告

国土交通大臣は、勧
告を受けた者にたい
し、事業実施を命令

【国土交通大臣による勧告・命令（法§２８）】

【計画を阻害する行為の禁止（法§２７の６④⑤）】

地域公共交通再編実施計画の維持が困難となり、かつ、公衆の利便が著しく阻害されるおそれがあ
る場合には、
①計画区域内での一般乗合旅客自動車運送事業の許認可が制限されます。
②計画区域内での一般乗合旅客自動車運送事業の実施方法の変更を命じることができます。
（※一般乗合旅客自動車運送事業のみ）

25

地域公共交通再編実施計画の認定を受けた場合には、手続きのワンストップ化などの特例
を受けることが可能（法第２７条の４～第２８条）

地域公共交通再編実施計画と各運送事業法に
基づく事業計画等を、別々に提出する必要がな

くなります。

手続きのワンストップ化

別
々
に
提
出

ま
と
め
て
提
出

旅客の運送に付随して、少量の貨物を運送す
ることができます。（※自家用有償旅客運送の
み）

※乗合バス・タクシーは既に可能（道路運送法§８２）

少量貨物の特例

住民その他の関係者の合意の上で一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金が記載されている場
合には、国の審査を受けることが不要となります。
（※協議会が道路運送法上の地域公共交通会議の構成員を含んでいる場合）

運賃・料金に係る審査が不要

【その他】

26

地域公共交通再編実施計画の認定による法的効果②



地域公共交通再編実施計画の記載事項①

＜記載事項＞ （法§27の2②、施行規則§33）

① 実施区域

・再編事業を実施する区域を記載

・網形成計画の計画区域と必ずしも同じになるとは限らず、その中の一部の区域とすることも可能

・市町村の一部区域を指定する場合には、区域が厳密に設定されるよう区名や町丁名まで記載

・実施区域を隣接市町村の区域まで含むためには、あらかじめ隣接市町村と共同で網形成計画を作成し、
当該計画の区域に隣接市町村の区域を含めておく必要がある

② 事業の内容・実施主体

・再編事業の具体的な事業内容及び実施主体（委託先含む）を明確に記載

・再編により、実際には路線等の形状が変化しない路線等についても、一体的に再編事業の対象とした上
で、交通サービスの持続性を担保

③ 地方公共団体による支援の内容

・再編事業に関連して地方公共団体が行う支援策（予算的支援以外の支援を含む。）の具体的内容につい
て記載

・補助金等の予算支援を行う場合には、その旨を本項目に記載した上で、額や支援対象といった具体的な
内容については、⑤事業実施に必要な資金の額・調達方法の項目に記載することが考えられる。 27

地域公共交通再編実施計画の記載事項②

④ 実施予定期間

・再編事業の実施予定期間を記載

・5年間が原則とされている網形成計画の計画期間内で、適切な期間を設定することが必要

⑤ 事業実施に必要な資金の額・調達方法

・総事業費、交通事業者等の負担額とともに、事業の実施に必要な資金に国又は地方公共団体

からの補助金等を充当することを見込んでいる場合には、当該補助金等の名称、金額、内容等を記載
※補助金等の額については、計画作成時には見込み額となるため、不足分については、地方公共団体がその調達の調整を行う。

⑥ 事業の効果

・具体的な数値等を用い、可能な限り定量的に記載

⑦その他事項

・網形成計画に再編事業に関連して実施される事業が定められている場合には、当該事業に関する事項

・網形成計画に都市機能の増進に必要な立地の適正化に関する施策その他の関係する施策との連携に関す
る事項が定められている場合には、当該連携に関する事項

・その他再編事業の運営に重大な関係を有する事項がある場合には、その事項 28



再編実施計画の認定に当たっては、基礎となっている地域公共交通網形成計画についても基本方針に
沿って作成されているか判断。

二.１．(1) 持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域
公共交通の活性化及び再生に関する基本的な方針

① まちづくり、観光振興等の地域戦略との一体性の確保

② 地域全体を見渡した総合的な公共交通網の形成

③ 地域特性に応じた多様な交通サービスの組合せ

④ 住民の協力を含む関係者の連携

基本方針 三.１.1) 実施計画の認定

・同計画（地域公共交通再編実施計画）
の基礎となっている形成計画について
、二１(1)に掲げる基本的な方針（※）
に沿って作成されているかどうかを踏
まえ、判断
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• 地域が目指すべき将来像とともに、その中で公共交通が果たす役割を明確化したうえで、持続的な公共交
通ネットワーク形成に向け、
①まちづくり、観光振興等の地域戦略との一体性の確保
②地域全体を見渡した総合的な公共交通網の形成
③地域特性に応じた多様な交通サービスの組合せ
④住民の協力を含む関係者の連携
に留意しつつ、公共交通の活性化及び再生に向けた取組の方向性が定められていること。

※…地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針二１（１）に掲げる基本的な方針
（参考）

地域公共交通網形成計画の質

地域公共交通網形成計画との整合性

地域公共交通再編実施計画の認定に当たっては、地域公共交通再編事業が地域公共交通網形成計画の
目標を実現するものであるかチェックする。

一.２ 持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交
通の活性化及び再生の目標

（１）住民、来訪者の移動手段の確保

（２）地域社会全体の価値向上

① コンパクトなまちづくりの実現

② まちのにぎわいの創出や健康増進

③ 観光振興施策との連携による人の交流の活発化

（３）安全・安心で質の高い運送サービスの提供等

① 安全・安心な運送サービスの提供

② シームレスな運送サービスの提供

③ 定時性の確保、速達性の向上

④ 乗りたくなるサービスの提供

⑤ 地球温暖化対策をはじめとする環境問題への対応

基本方針 三.１.1) 実施計画の認定

・実施計画の認定に当たっては、基本
方針一２に掲げる目標を実現し、地域
における持続可能な地域公共交通網の
形成に資する効率的な運送サービスで
あるかどうか判断
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地域公共交通再編実施計画においては、ただ単に公共交通の効率性や利便性を向上させれ
ばよいのではなく、
地域の将来像に沿った公共交通ネットワークの実現に向けたサービス内容の変更でなけれ
ばならない。



地域公共交通再編実施計画の作成に当たっては、区域内の既存の公共交通サービスの総点検がしっか
りとなされており、その見直しを基に、面的な再構築を行っていることが重要。

基本方針 三.１.7) 再編事業に関する留意事項

・事業を実施する区域内の既存の公共交通サービスについて、路線、運行回数・時刻、運賃、
乗継ぎ、情報提供等のサービス内容を具体的かつ網羅的に検証し、公共交通網の面的な再構
築を行うことが必要
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地域公共交通ネットワークの面的な再構築

なお、地域公共交通ネットワークがシンプルな場合などは、

地域公共交通再編実施計画に基づき再編事業を行わなくても、地域公共交通網形成計画に基づく事業として行っても足りる。

地域公共交通ネットワークが一定以上の規模を有しており、サービスの効率化・利便性の向上の余地が大きい場合などに、地域公共交通再編事業
の実施が有意義

地域公共交通網形成計画において、持続的な公共交通
網の形成のため、サービスの変更が必要とされた路線

需要にあわせ
た効率化

重複路線の解消

公共交通空白地
の解消

需要にあわせ
た効率化

変更なし

変更なし

乗合タクシー
導入

運行本数
削減

鉄道との乗継
ぎ時間短縮化

乗継ぎ時間の
調整

局所的な取組では、持続可能な公共交通ネットワーク
の形成はできない

また、網形成計画に位置づけられた事業により、再編後の公共交通ネットワークの効率化及び利便性･
の向上が図られることで、持続性が確保されることが必要。

基本方針 三.１.7) 再編事業に関する留意事項

・地域公共交通再編事業については、地域全体の公共交通をネットワークとして総合的に捉え、公共
交通の利便性及び効率性の向上を双方のバランスを取りつつ図ることで公共交通網の持続可能性を
向上させることを念頭に置いて、実施
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利便性及び効率性をバランスよく実現

公共交通
空白地 公共交通

空白地
効率化一辺倒の取組→

利便性が低下し、ますます公共交通利用者減→

持続可能性がない公共交通網

公共交通空白地

利便性向上一辺倒の取組→

財政負担が増加し、バス事業者を圧迫→

持続可能性がない公共交通網

利便性

効率性

持続

可能性

効率性と利便性のバランスのとれた公共交通ネットワーク

→持続可能な公共交通網

乗合タクシーの導入

バランスの悪い取組例（効率化一辺倒）

バランスの悪い取組例（利便性を重視しすぎる例）

バランスの良い例

幹線、支線を分割し、重複路線の効率化を図
るとともに、需要に応じて運行本数を増減



（参考）効率性・利便性の向上を実現する要素

（例）
・交通需要に対する供給のバランス
・事業者収支 ・車両、人材等の
資源

・国、地方公共団体の財政負担
（交通分野、他の施策分野） 等

効率性の維持・向上

（例）
・運行本数 ・運行日、時間帯
・所要時間 ・乗継回数
・運賃体系 ・沿線施設
・停留所位置 ・待合環境
・情報提供 等

利便性の維持・向上

再編された地域公共交通の効率性・利便性について、再編直後のみならず、
事業の実施期間中、持続可能化

持続可能性の向上

双方のバランス
を取りつつ図る
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路線の経路等を変更しない路線も含めて、再編実施計画に位置付け、当該公共交通サービスを持続的
に提供していくことが必要であるため、再編により実現した公共交通サービスを持続的に提供してい
くことが求められる。

基本方針 三.１.7) 再編事業に関する留意事項

・事業実施区域においては、実施期間中、実施主体たる公共交通事業者、地方公共団体等は、再編実
施計画に基づき、原則として、再編により実現した路線、運行回数、運賃等を内容とする公共交通
サービスを持続的に提供していくことが求められる
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再編により実現した公共交通サービスの持続的な提供

公共交通空白地

鉄道との
ダイヤ調整

乗合タク
シー導入

幹線・支線分割をし、需
要にあわせて運行本数
増減や運行形態を整理

幹線・支線の接
続の悪いダイヤ

に変更

デマンド化

再編前 再編後 再編から１年後

A地域の住民は、駅への移動が大変困難になり、
生活に必要な移動ができなくなるほか、B～D地
点の住民もEでの乗継ぎが不便なことから、おで
かけを控え、公共交通が使われなくなってしまう。

A

B

C

D

E



計画策定のための手引き

地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画の策定に当たり、両計画の策定手順、考え方
を示した手引きを作成いたしました。

本手引きは、特に、初めての公共交通に関する計画の策定で、何から手を付けてよいかわからない方
や、公共交通専任の担当者が１名又は担当不在の地方公共団体において、計画策定に際し踏まえるべき
ポイントや、真に検討すべき事項を明らかにする観点からまとめました。

○地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画策
定のための手引き

【入門編】
計画策定の背景やポイント、基本的な考え方を記載
１．網形成計画・再編実施計画策定のポイント
２．地域の問題点・課題を明確にしましょう
３．協議会
４．目標設定、モニタリング
５．これからのサービスの在り方

【詳細編】
計画策定の詳細や各種調査・分析手法、事例等について記載
１．地域公共交通網形成計画作成
２．地域公共交通再編実施計画作成
３．各種調査手法 ４．将来の公共交通を考える手法
５．上位計画との連携 ６．地域の問題点・課題の整理
７．協議会等 ８．方針・目標の設定及び評価手法
９．地域公共交通再編のための事業
10．地域公共交通再編事業等 11 ．Q＆A

掲載ＵＲＬ：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000058.html
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